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【決算概要（連結）】

○財務部長の山田です。私からは、平成29年３月期の第２四半期決算の決算概要をご
説明します。

○最初に、連結決算の概要です。

○営業収益につきまして、当社の運輸収入は、ビジネスを中心にご利用が堅調に推移
したことから、対前年68億円の増となりました。その結果、連結営業収益全体では対前
年64億円の増となりました。

○営業費は、日本車輌製造において費用が増加しましたが、当社の山梨リニア実験線
の減価償却費の減少などにより、グループ全体では対前年42億円の減となりました。

○これにより、営業利益は対前年106億円の増益となりました。

○営業外損益は、支払利息の減少などにより、対前年30億円の改善となりました。

○この結果、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益のいずれも増益となりま
した。
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【決算概要（連結・セグメント別）】

○続いて、各セグメントの対前年の増減についてご説明します。

○運輸業は、当社の運輸収入の増加などにより、増収増益です。

○流通業は、ジェイアール東海商事の売上減少などにより、減収減益です。

○不動産業は、ジェイアールセントラルビルの減価償却費の減少などにより、増益です。

○最後に、その他のセグメントにつきましては、受託会社の売上増加などの一方、日本車輌
製造における営業費用の増加などにより、増収減益です。
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【決算概要（単体）】

○最後に、当社単体の決算についてご説明します。

○まず、運輸収入が対前年68億円の増となり、営業収益については対前年73億円の増と
なりました。

○続いて、営業費についてご説明します。

○人件費は、ほぼ横ばいとなりました。

○物件費は、修繕費の増加があったものの、動力費及び業務費の減少により、対前年８億
円の減となりました。

○租税公課は、税制改正における外形標準課税の見直しなどに伴う事業税の増加などに
より、対前年23億円の増となりました。

○減価償却費は、山梨リニア実験線や車両・地上設備などの償却費が減少したため、対前
年79億円の減となりました。

○これらの結果、営業利益、経常利益、四半期純利益のいずれも増益となりました。

○私からの説明は以上です。
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【東海道新幹線の輸送状況】

○巣山と申します。６月の株主総会より、総合企画本部長を務めています。以後、よろしくお願い致し
ます。

○私からは、まず、東海道新幹線の輸送状況を、東京口の断面輸送量を用いて説明します。

○平成28年度上期は、前年比101％となりました。昨年度は９月の大型連休などがあり、上期のご利
用は相当高い水準でしたが、今年度上期はこれを上回っており、ご利用は堅調だったと評価していま
す。

○なお、インシデントに該当するような事象は、昨年度の０件に引き続き、今年度もこれまで０件です。
また、新幹線の運行１列車あたりの平均遅延時分は、昨年度の0.2分に対して、今年度の上期も0.2
分と、引き続き、安全・安定輸送を確保することができました。

○また、輸送量について、赤い階段状のグラフは、リーマン・ショック後の落ち込みから抜け出した平
成24年度を100として、25年度以降の年度ごとの輸送量を指数化したものです。

○青い折れ線グラフは、四半期ごとの輸送量を前年比で表したものです。

○赤いグラフでお示ししたとおり、平成24年度と比べると、27年度は110％に達しています。25年度か
ら27年度にかけて、輸送量は３年連続で過去最多を更新しており、高い水準で推移してきました。

○そのような中でも、今年度上期は、前年比101％を達成できました。これは、需要に合わせた弾力
的な列車設定が功を奏したものと考えています。なお、１日平均の実運転本数は365本で、上期とし
ては過去最多となりました。

○なお、10月の輸送量は、27日までの速報値で103％であり、ご利用は引き続き堅調です。

○しかしながら、昨年度の輸送量が相当高い水準にあったことから、平成28年度下期の運輸収入の
予想については、年度初にお示ししたとおり、対前年比100％のままとします。今後も、より多くのお客
様にご利用頂けるよう取り組んでいきます。
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【通期業績予想（単体）の修正】

○次に、当社単体の通期業績予想の修正についてご説明します。

○運輸収入については、上期は対前年68億円の増となりました。通期の業績予想では、
この上期実績を取り込み、下期はフラットとして、１兆3,015億円としております。

○これにより、営業収益については、前回予想に対して60億円増の１兆3,640億円と見込
んでおります。

○営業費については、動力費の単価減などに伴う物件費の減や、減価償却費における
見込差などを織り込み、前回予想から80億円の減を見込んでいます。

○これにより、営業利益については、前回予想に対して140億円増の5,670億円と見込ん
でおります。

○営業外損益については、前回予想からの変更はありません。

○この結果、経常利益は前回予想に対して140億円増の5,100億円、当期純利益は前回
予想に対して110億円増の3,600億円と見込んでおります。
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【通期業績予想（連結）】

○続いて、連結の業績予想について、ご説明します。

○先程述べましたとおり、単体の業績予想については収益、各利益とも上方修正しましたが、
連結業績予想については、日本車輌製造の業績予想の変更を踏まえ、前回の予想を据え置くこ
ととしました。

○日本車輌製造は、現在、損失拡大の主な原因となっている米国事業について、引き続き正常
化に向けて取り組んでいるところです。当社としては、すでに人的支援を行っており、今後も
親会社として支援をしていく考えです。

○また、中間配当につきましては、年度初に公表した予想どおりとし、１株あたり65円とさせて頂きます。
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【経営の考え方】

○こちらのスライドは、当社の経営の考え方をお示ししたもので、４月末の決算説明会でも用
いたものです。

○当社の社会的使命は、日本の大動脈輸送を担い、これを将来にわたり維持・発展させてい
くことです。この使命を果たすために、当社は「安全・安定輸送の確保」、「輸送サービスの強
化・収益の拡大」、「中央新幹線計画の推進」という観点から、日々の業務に着実に取り組ん
でいます。

○本日は、当社の取組みの進捗について、これら３つの観点から説明します。
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【安全・安定輸送の確保（１）】

○まず、「安全・安定輸送の確保」に向けた取組みについて説明します。

○鉄道事業の原点である「安全・安定輸送の確保」については、これまでも、これから
も、最優先で取り組んでいきます。今年度の安全関連投資は、過去最大の1,910億円を
計画しています。

○東海道新幹線については、大規模改修工事や脱線・逸脱防止対策、浜松工場のリ
ニューアル工事などを引き続き進めます。

○このうち、新幹線車両のオーバーホールである、全般検査を担う浜松工場では、平
成22年に着手して今年で７年目になるリニューアル工事が終盤を迎えています。これ
は、建替などを行うことにより、耐震性能を確保し、東海道新幹線の長期不通を予防す
るとともに、検修ラインの改良および最新機器の導入による作業効率の向上などを図る
取組みです。

○来年１月からは、シンプルに構築した新しいラインの使用を開始します。これにより、
Ｎ７００Ａタイプの車両の全般検査の所要日数を15日から14日へと短縮します。

○在来線については、耐震化工事などを引き続き進めます。

○また、在来線でも工場の大規模な改修工事に取り組んでいます。名古屋工場は当
社で唯一、在来線車両の全般検査などを担っていますが、平成26年より耐震化工事な
どを進めています。工場としての機能を維持しながらの工事となるため、平成33年度末
まで約５年半にわたる長期の取組みになりますが、今後も、設備更新や検修ラインの見
直しによる効率化などを進めていきます。
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【安全・安定輸送の確保（２）】（ノート１枚目）

○こちらのスライドでは、当社の「安全・安定輸送の確保」の取組みについて、さらに深掘りして２点、説
明します。１点目は、東海道新幹線の脱線・逸脱防止対策のために設置を進めている脱線防止ガード
の、検査を自動化する装置の開発についてです。

○脱線防止ガードは、通常時には列車の安全走行を妨げず、地震時には脱線逸脱防止の機能を確実
に発揮するよう、レールに対して適切な設置位置を保つ必要があり、現在は年１回、夜間に社員がすべ
ての設置箇所に赴いて、器具を用いて手作業で検査を実施しています。

○ガードの設置は順調に進んでおり、今後はさらに検査量が増えることから、より効率的で、より精度の
高い検査方法の開発を進めてきました。このたび、当社が愛知県小牧市に持つ研究施設において、保
守用車に搭載し、走行しながら自動でガードの検査ができる装置を開発しました。

○手作業に比べて、１回の検査での測定距離が大幅に延び、レーザを使用して測定することにより、測
定精度も大きく向上し、安全性をさらに高めることができます。

○また、検査量が増える中でも、この装置の導入により、検査にあたる社員の数を増やすことなく、メンテ
ナンス体制をより充実したものにできます。

○なお、投資金額は現時点では確定していませんが、１～２億円程度になると見込んでおり、平成29年
度に導入する予定です。

○鉄道の研究開発のプロセスは、「フィールドにおける現象の把握」、「理論解析とシミュレーション」、
「試験装置による検証」の３点を組み合わせることが重要です。当社の場合、営業線というフィールドで
大量のデータを取得できることと、自社の研究施設にて理論解析や大型試験装置による実証を重ねら
れることが、研究開発を進める上での最大の強みです。

○今回の自動検査装置も、当社の強みを活かして開発することができました。今後も積極的に技術開発
を進め、安全・安定輸送をより強固なものとするよう、継続的に取り組んでいきます。
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【安全・安定輸送の確保（２）】（ノート２枚目）

○２点目は、駅の天井の地震対策についてです。

○当社では、駅の更なる安全性の向上を図るため、建築基準法の関連法令で脱落対策が
義務付けられている「特定天井」に限定せず、お客様のご利用が多い駅の吊り天井につい
ても、スライドでお示しした脱落対策を実施することとしました。

○新幹線全17駅と、お客様のご利用が１日１万人以上の在来線30駅を対象とします。

○投資金額は約130億円です。高さがある天井など、状況に応じて足場を設置したり、天井
内部のケーブルや設備の支障移転をしながら工事を進めていくため、工期としては、平成28
年９月から平成39年３月までの約10年半を見込んでおり、息の長い取組みとなります。

○引き続き、既存の駅建物本体の耐震化を着実に進めるとともに、今後も地震対策に積極
的に取り組み、より一層の安全・安定輸送の強化につなげていきます。
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【輸送サービスの強化・収益の拡大】（ノート１枚目）

○次に、「輸送サービスの強化・収益の拡大」についてです。

○まず、車両の更新についてです。スライド左上の棒グラフは、当社の新幹線車両の、車種別
の編成数をお示ししたものです。濃い赤色の部分が今年度から平成31年度までに新たに投入
する N７００Aを示しています。一定のペースで投入を続けるとともに、７００系との置き換えを進
めることで、全体の編成数を適切にコントロールします。平成31年度末には、全ての車両を時
速285km走行が可能なN７００Aタイプに統一する予定です。

○そして、平成32年度以降を目途に投入する方向で検討を進めている、次期車両についてご
説明します。これまで定着してきた「Ｎ７００」の名称に、 「最高の新幹線車両」を意味する
“Supreme（スプリーム）”の「Ｓ」を付けて、「Ｎ７００Ｓ」としました。

○「Ｎ７００Ｓ」には、さらなる省エネルギー化を図りつつ、より一層の安全性・安定性を向上させ
る新技術を採用します。また、徹底した機器の小型・軽量化により、床下機器配置の最適化を
図ることで、12両編成や８両編成といった、様々な長さの編成に適応可能な「標準車両」を実
現します。
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【輸送サービスの強化・収益の拡大】（ノート２枚目）

○また、新幹線をより便利にご利用頂くための取組みについて、本日は２点説明します。

○１点目は、スマートフォン向けアプリの開発についてです。

○当社のエクスプレスサービスは、指定席利用の約３割を占める営業の基幹サービスであり、 今年
８月末には会員数が300万人を超えました。

○現在、このエクスプレスサービスの利用の約７割を占めるスマートフォンユーザの利便性向上の
ため、「ＥＸ（イーエックス）予約アプリ」を開発しており、来年、平成29年春に公開する予定です。こ
のアプリでは、操作性が向上することはもちろん、英語の画面もご用意していることが特長です。

○平成29年夏には、エクスプレス会員以外の方にも、東海道・山陽新幹線をチケットレスでご利用
いただけるよう、交通系ＩＣカードを用いた新しいネット予約・チケットレス乗車サービスを導入する予
定です。このアプリと組み合わせてご利用いただくことで、国内のお客様だけでなく、訪日外国人の
お客様にも、手軽に新幹線をご利用いただけるようになると考えております。

○２点目は、ＱＲコードによる新幹線乗車の実証実験についてです。

○ＩＣカードを持たないお客様にもチケットレスで新幹線をご利用いただけるよう、ＱＲコード読取に
も対応した新幹線自動改札機を試験的に導入し、実用可能性を評価する実証実験を、本日が最
終日ですが、約１か月間かけて行いました。

○実証実験の結果の検証はこれからで、実用化の時期も未定ですが、ＱＲコードは広く一般に普
及しておりますので、ＩＣカード以外にも選択肢としてご用意できれば、旅行など１回限りのご乗車の
機会でも簡単にご利用いただけるのではないかと考えています。

○こうした利便性向上の継続的な取組みを通じて、より便利で、使いやすい新幹線としていき、より
多くのお客様にご利用いただきたいと考えております。
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【中央新幹線 工事の進捗状況】

○次に、中央新幹線の工事の進捗状況について説明します。

○こちらのスライドは、これまでに契約している工事契約のうち、平成27年度に締結したも
のをお示ししたものです。薄い黄色で示したとおり、品川駅の北工区・南工区、南アルプス
トンネルの山梨工区・長野工区について、それぞれ本体工事の契約を締結しました。
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【中央新幹線 工事の進捗状況】

○こちらのスライドでは、平成28年度に契約を締結したものを濃い黄色で示しました。上期
までに、ターミナル駅となる品川駅の非開削工区や名古屋駅の中央東工区・中央西工区
のほか、３箇所の山岳トンネル、２箇所の非常口等について、それぞれ本体工事の契約を
締結しました。また、鉄道・運輸機構への委託区間においても、２工区について本体工事
の契約を締結しています。

〇さらに、スライドには記載がありませんが、10月に入ってからも、既に愛知県春日井市の
坂下非常口で本体工事の契約を締結しています。

○引き続き、測量、設計、用地取得等を計画的に遂行するほか、必要な準備が整ったとこ
ろについて、工事を着実に進めます。

○なお、中央新幹線の設備投資については、上期までの実績は322億円と、概ね計画通
りに進捗しています。

○今後とも、健全経営と安定配当を堅持することを大前提に、「工事の安全」や「環境の保
全」、さらには「地域との連携」を十分重視して、柔軟性を発揮しながら計画を着実に進め
て参ります。
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【（参考）中央新幹線 財政を活用した借入れのイメージ】

○財政投融資を活用した借入れについて、まだ調整中ではありますが、概要についてご説明し
ます。

○本年８月に閣議決定されました「未来への投資を実現する経済対策」において、現下の低金利
状況を活かし、財投債を原資とする財政投融資の手法を積極的に活用・工夫することにより、リニ
ア中央新幹線の全線開業を最大８年間前倒すことが盛り込まれました。

○ご覧いただいている図は、国土交通省が９月に発表したものです。財投から長期・固定・低利
で機構に貸し付けられた資金を、当社は財投と同じ条件で機構から借り受けることになります。

○当社がこの融資を受けるメリットは、現下の低金利状況を活かした長期、固定かつ低利の財投
からの融資により、金利上昇リスク、資金調達リスク、償還リスクといった経営リスクが低減されるこ
とだと考えています。なお、財投を通じて調達した資金は、後に全額償還することになるので、政
府の財政に負担をかけることはなく、建設費を当社が自己負担するという前提は変わりません。

○借入れ条件等については、機構との間で明確に契約で定めるので、経営の自由、投資の自主
性は確保されます。

○当社としては、従来と同様に健全経営と安定配当を堅持しつつ、財投からの融資による経営リ
スクの低減を活かし、名古屋開業後連続して、大阪への工事に速やかに着手し、全線開業まで
の期間を最大８年前倒すことを目指して、中央新幹線の建設を進めていく考えです。

○現在、法改正については国会審議中であり、借入れ条件等が確定しましたら改めてお知らせ
します。



【ＪＲゲートタワー計画の進捗】

○最後に、ＪＲゲートタワー計画の進捗について説明します。

○工事は順調に進んでおり、いよいよ来月、11月７日よりオフィステナントの入居が始ま
ります。

○タカシマヤ ゲートタワーモール、名古屋ＪＲゲートタワーホテルなどでは、来年４月の
開業に向け、内装工事などを施工中です。

○営業・宣伝活動にこれまで以上に注力し、計画の完遂に向け、引き続き、万全の準
備を行っていきます。

○私からの説明は以上です。

16



17



18


